
セメント業界における地球温暖化
対策の取組
～低炭素社会実行計画 2017年度実績報告～

平成31年1月21日
一般社団法人 セメント協会

1



・セメント製造会社(エコセメ
ントを除く)：17社
※ 2017年度の生産割合：
99.7％

・市場規模:5,305億円(セメン
ト部門売上高)

・生産量は1996年度の
99,267(千t)をピークに減少
し、2010年度は55,901(千
t)と最盛期の6割を下回る生
産量となっている。

・2010年度以降、3年連続で
生産量が前年度を上回ったが
、2014-2016年度は建設労
働者の人手不足、資材費の上
昇、建築工法の変化などの影
響により3年連続して前年度
を下回った。

・2017年度については、生産
量は前年比101.8％と微増し
た。国内需要についても前年
比100.2％となり4年ぶりに
前年度を上回った。

セメント産業の現状

生産量の推移

琉球セメント株式会社 デンカ株式会社

八戸セメント株式会社 苅田セメント株式会社 麻生セメント株式会社

日鉄住金高炉セメント株式会社 太平洋セメント株式会社 明星セメント株式会社

日鉄住金セメント株式会社 敦賀セメント株式会社 三菱マテリアル株式会社

東ソー株式会社 宇部興産株式会社 日立セメント株式会社

株式会社トクヤマ 株式会社デイ・シイ 住友大阪セメント株式会社

セメント協会会員会社
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約1450℃でクリ
ンカを焼成 <熱>

クリンカの外観

原料を粉砕 <電力>

クリンカに石
こうを加え、
粉砕 <電力>
(最大粒径：
0.1mm)

原料工程 焼成工程 仕上げ工程
熱 ＜０.５％ ＞９９％ ＜０.５％

電力 ３０％ ３３％ ３７％

＜各工程で使用するエネルギーの割合の一例＞

セメントの製造は次の三つの工程からなっており、熱と電気のエネルギーを使用する。
1.＜原料工程＞ 原料を乾燥・粉砕・調合する。
2.＜焼成工程＞ 原料から中間製品のクリンカを焼成する。
3.＜仕上げ工程＞クリンカに石こうを加え、粉砕してセメントに仕上げる。

【参考】セメントの製造工程
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3. 国際貢献の推進
→ 日本のセメント製造用エネルギーの使用状況、省エネ技術(設備)の導

入状況、エネルギー代替廃棄物の使用状況などの情報発信

1. 国内の事業活動における削減目標
→ セメント製造用エネルギー原単位の低減

2. 主体間の連携の強化-低炭素製品・サービス等による他部門での貢献
→ ｢コンクリート舗装における重量車の燃費の向上｣によるCO2削減効果
→ 循環型社会構築への貢献

備考：エネルギー原単位は、「評価年度の実測セメント製造用エネルギー原単位」を基準年度からの「セメント生産量」と
「クリンカ/セメント比」の変動に対して補正したもの

4.革新的技術開発（2020年以降の活動のみ）
→ 鉱化剤の使用などによるクリンカの低温焼成技術
→ 想定している環境や条件が整えば、可能な工場において実機で本技術

の適用の検討を進める。

低炭素社会実行計画の概要
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1.国内の事業活動における削減目標
セメント製造用エネルギー原単位の低減

＜目標＞セメント製造用エネルギー原単位を、2010年度実績から2020年度
において39MJ/t-cem低減した3,420MJ/t-cem、2030年度において
49MJ/t-cem低減した3,410MJ/t-cemとする。※

＜2017年度実績＞
3,374MJ/t-cem（2010年度実績より、85 MJ/t-cem 削減）

＜主な対策＞① 省エネ設備の導入 ② エネルギー代替廃棄物の使用拡大

5
※2030年度削減目標の見直しの検討状況については後述（p.15）を参照。



セメント製造用エネルギー原単位低減に関する要因
省エネ設備の導入状況と普及率

省エネ設備名
(設備の概要)

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017
2018～
2030の
導入予定

基数

2017年度
の普及率
（％）（※3）

竪型原料ミル 42

竪型石炭ミル 1 76

高効率クリンカクーラ
(熱回収効率が高いクリンカ冷却機)

1 1 2 2 1 6 64

仕上げミル（予備粉砕）
(仕上げミル前に設置する予備粉砕機) 43

高効率セパレータ
(分級性能の高いセメント製造用分級機) 88

竪型スラグミル 1 1 73

排熱発電
(焼成炉からの排熱利用による発電設備)

2 1 1 71

省エネ設備への投資額
(百万円) （※1）（※2） 5,144 749 1,807 2,356 3,634 8,744 3,469 889 投資額累計

26,792
備考：※1 省エネ設備への投資額は、設備の補修、保安（リーク防止等）も含む。

※2 投資額が導入年度と必ずしも一致しない場合がある。
※3 普及率はすべての生産高に対して、省エネ設備を有する設備によって生産された割合によって示す。

よって、生産量変動により普及率は多少前後する。
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セメント製造用エネルギー原単位低減に関する要因
熱エネルギー代替廃棄物の使用拡大

セメント製造用熱エネルギー代替廃棄物使用量の推移
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▲ 5051015202530

＜改善要因＞

省エネ設備新設／

改造等

＜悪化要因＞

・熱エネルギー代替廃棄物使用割合の減少による影響

・品種構成の変化による影響

・高含水廃棄物の処理量の増加

・荒天による操業制限 等

（MJ/t-cem）
改善悪化

継続的な設備投資によるエネルギー原単位の低減が認められる一方、
上記悪化要因等の影響により、結果的に前年度よりエネルギー原単位は悪化した。
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セメント製造用エネルギー原単位増減に関する要因

対前年度の主な増減要因※ ※上記要因は会員各社に調査を行い、主要増減要因について整理した結果である。

2.729.2



【 転がり抵抗の差による同一距離走行時の燃料消費量 】(セメント協会調べ)

アスファルト舗装を100とした場合、コンクリート舗装では95.2～99.2

－ 削減量試算例 －
積載量を11t(車両総重量が道路運送車両法の最大値25tの状態)
とした大型車がアスファルト舗装道を100km走行した場合
軽油の使用量：55.44 L CO2排出量：143.1 kg

(出典：平成18年3月29日 経済産業省告示第66号)
同一車両にてコンクリート舗装道走行した結果、アスファルト
と比較して軽油の使用量が削減された

⇒ 軽油の削減量： 0.44～ 2.66 L
∴ CO2排出量の削減量：1.14～6.87 kg

２.主体間連携の強化-他部門での貢献
コンクリート舗装における重量車の
燃費の向上によるCO2の削減効果※

コンクリート
舗装の普及

少量のCO2削減の
積上げが期待できる

重量車の燃費が
改善される

＜国や地方自治体におけるこれまでの対応の事例＞
・国土交通省では「平成24年度道路関係予算概要（2012年1月）」の中で、道路構造物の長寿命化対策と

して、耐久性に優れるコンクリート舗装の積極的な活用が策として初めて明記された。
・地方自治体として山口県では新たな地産地消開拓戦略として「コンクリート舗装の利活用促進」が明記

され、県内でのコンクリート舗装の活用が推進されている。
＜具体的事例＞
・「1DAY PAVE」(早期交通開放型コンクリート舗装)が注目されており、2017年度の実績では施工件数

17件、施工面積約5,813ｍ2と、コンクリート舗装の推進の一助となっている。

コンクリート舗装推進の実績

9※コンクリート舗装による削減貢献量は使用段階のみを評価したものである。



コンクリート舗装普及によるCO₂削減効果試算
コンクリート舗装が普及することによるCO₂削減効果について、高速自動車国道を例にとって試算した。

・【算定の基礎】 国土交通省の次の調査結果を基に試算した。

大型車の交通量：「平成27年度全国道路・街路交通情報調査(2017年6月6日記者発表)」の表4(A)「交通量整理表」
(p.85)の都道府県合計における道路種別「高速自動車国道」の大型車の24時間走行キロ(千台キロ)：82,629

http://www.mlit.go.jp/road/census/h27/index.html

道路距離：「国土交通省道路統計年報」の表3｢道路実延長内訳の総括表｣の

路面別内訳「舗装道」のデータを参照 (右表)

http://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-data/tokei-nen/index.html

・【排出係数】：積載量11tの大型車が100km走行時のCO₂排出量の

削減量：1.14～6.87 kg （前スライド参照）

注：積算量11ｔとは、削減効果測定時の対象車両の総重量が

道路運送車両法の最大値25tの状態(満載)のこと。

・【大型車の仮定】大型車交通量のうち、その半分が最大積載可能量付近の車両(排出係数の対象)と仮定した。

・【試算手順】

高速自動車国道は2012年4月から2016年4月の間に、

(644.8－488.2)＝156.6kmのセメント系舗装道の延伸があった。

延伸分は156.6/(644.8+8130.9)＝直近(2016年4月時点)の高速自動車国道の1.78％にあたる。

この延伸分による効果が2012年4月時点と比較して増えたCO2削減効果と推定。

∴ 82,629×1000（台キロ/日）×0.5×365日×0.0178×1.14～6.87kg/100km

・今後、コンクリート舗装が普及することによって、その延伸分の占有率が増加し、削減効果の増加も期待される。

高速自動車国道において、

156.6kmセメント系舗装道が増加し、

3,059～18,440 （t-CO₂）

の削減効果が増えたと推定
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道路実延長内訳/路面別内訳　単位：km

セメント系 アスファルト系

2013 488.2 7,562.1

2014 507.4 7,850.9

2015 590.5 7,837.2

2016 611.6 8,040.6

2017 644.8 8,130.9

注：データは基本的に年報発行年度の前年4月現在

高速自動車国道

舗装道年報年度


Sheet1

		距離 キョリ		舗装道 ホソウ ドウ																												道路実延長内訳/路面別内訳　単位：km ドウロ ジツ エンチョウ ウチワケ ロメン ベツ ウチワケ タンイ

		年報年度 ネンポウ ネンド		高速自動車国道 コウソク ジドウシャ コクドウ				一般国道指定区間 イッパン コクドウ シテイ クカン				一般国道指定外 イッパン コクドウ シテイ ガイ				都道府県道 トドウフケン ドウ				市町村道 シチョウソン ドウ				合計 ゴウケイ								年報年度 ネンポウ ネンド		高速自動車国道 コウソク ジドウシャ コクドウ

				セメント系 ケイ		アスファルト系 ケイ		セメント系 ケイ		アスファルト系 ケイ		セメント系 ケイ		アスファルト系 ケイ		セメント系 ケイ		アスファルト系 ケイ		セメント系 ケイ		アスファルト系 ケイ		セメント系 ケイ		アスファルト系 ケイ								舗装道 ホソウ ドウ

		2010		460.7		7,181.1		1,023.8		21,554.4		1,098.9		26,278.6		1,736.5		78,364.1		50,872.4		135,159.5		55,192.2		268,537.8								セメント系 ケイ		アスファルト系 ケイ

		2011		428.3		7,374.3		995.8		21,769.2		1,103.4		26,371.2		1,732.1		78,976.9		51,032.4		136,657.4		55,292.0		271,149.1						2013		488.2		7,562.1

		2012		439.7		7,480.5		1,006.5		21,903.1		1,117.6		26,460.9		1,732.6		79,651.7		50,792.1		138,596.3		55,088.5		274,092.5						2014		507.4		7,850.9

		2013		488.2		7,562.1		1,028.5		22,054.3		1,135.4		26,494.6		1,727.2		80,240.4		50,730.4		140,557.5		55,109.7		276,908.8						2015		590.5		7,837.2

		2014		507.4		7,850.9		1,044.7		22,451.1		1,147.8		26,606.9		1,720.7		80,803.6		50,772.9		145,634.0		55,193.5		283,349.5						2016		611.6		8,040.6

		2015		590.5		7,837.2		1,070.2		22,621.0		1,157.7		26,683.0		1,718.3		81,351.1		50,697.3		147,084.4		55,233.9		285,576.7						2017		644.8		8,130.9

		2016		611.6		8,040.6		1,085.1		22,589.1		1,171.4		26,798.5		1,714.8		80,970.7		50,646.2		147,503.7		55,229.2		286,902.5						注：データは基本的に年報発行年度の前年4月現在 チュウ キホンテキ ネンポウ ハッコウ ネンド ゼンネン ガツ ゲンザイ

		2017		644.8		8,130.9		1,102.0		22,533.8		1,176.9		26,810.7		1,720.9		82,580.0		51,027.5		148,961.5		55,672.1		289,016.9



		比率 ヒリツ		舗装道 ホソウ ドウ

				高速自動車国道 コウソク ジドウシャ コクドウ				一般国道指定区間 イッパン コクドウ シテイ クカン				一般国道指定外 イッパン コクドウ シテイ ガイ				都道府県道 トドウフケン ドウ				市町村道 シチョウソン ドウ				合計 ゴウケイ

				セメント系 ケイ		Asfalt系 ケイ		セメント系 ケイ		Asfalt系 ケイ		セメント系 ケイ		Asfalt系 ケイ		セメント系 ケイ		Asfalt系 ケイ		セメント系 ケイ		Asfalt系 ケイ		セメント系 ケイ		Asfalt系 ケイ

		2010		6.0		94.0		4.5		95.5		4.0		96.0		2.2		97.8		27.3		72.7		17.0		83.0

		2011		5.5		94.5		4.4		95.6		4.0		96.0		2.1		97.9		27.2		72.8		16.9		83.1

		2012		5.6		94.4		4.4		95.6		4.1		95.9		2.1		97.9		26.8		73.2		16.7		83.3

		2013		6.1		93.9		4.5		95.5		4.1		95.9		2.1		97.9		26.5		73.5		16.6		83.4

		2014		6.1		93.9		4.4		95.6		4.1		95.9		2.1		97.9		25.9		74.1		16.3		83.7

		2015		7.0		93.0		4.5		95.5		4.2		95.8		2.1		97.9		25.6		74.4		16.2		83.8

		2016		7.3		92.7		4.7		95.3		4.2		95.8		2.0		98.0		25.5		74.5		16.2		83.8





高速自動車国道	セメント系	2010	2011	2012	2013	2014	2015	2016	2017	460.7	428.3	439.7	488.2	507.4	590.5	611.6	644.79999999999995	高速自動車国道	アスファルト系	2010	2011	2012	2013	2014	2015	2016	2017	7181.1	7374.3	7480.5	7562.1	7850.9	7837.2	8040.6	8130.9	









合計	セメント系	2010	2011	2012	2013	2014	2015	2016	2017	55192.2	55292	55088.5	55109.7	55193.5	55233.9	55229.2	55672.1	合計	アスファルト系	2010	2011	2012	2013	2014	2015	2016	2017	268537.8	271149.09999999998	274092.5	276908.79999999999	283349.5	285576.7	286902.5	289016.90000000002	











２.主体間連携の強化-他部門での貢献
持続可能社会実現に向けた
循環型社会構築への貢献

石炭灰 7,750千t火力発電所

高炉スラグ 7,398千t製鉄所

各種工場等廃プラスチック 643千t

汚泥、スラッジ 3,255千t下水処理場等

副産石こう 2,179千t火力発電所等

建設発生土 1,823千t建設現場

1,524千tごみ焼却場

非鉄鉱さい等 795千t精錬所

木くず 543千t建設現場等

鋳物工場鋳物砂 446千t

製鉄所製鋼スラグ 374千t

製油所等廃油 314千t

食品工場廃白土 287t

製油所再生油 209千t

自動車整備工場廃タイヤ 63千t

飼料工場肉骨粉 59千t

合計

28,332千t
（その他を含む）

セメント工場

燃えがら、ばいじん、
ダスト

様々な産業や自治体から排出される廃棄物・副産物をセメン
ト原料、代替エネルギーとして有効に活用。2017年度は1tの
セメントを作るのに471kgの廃棄物・副産物を使用した。
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（A） 産業廃棄物最終処分場残余容量（2015年度） 167,360 (千m3)

（B） 産業廃棄物最終処分場残余年数（2015年度） 16.6 (年)

（C） 2015年以降の産業廃棄物の年間最終処分量試算値 〔（A）/（B）〕 10,082 (千m3)

（D） セメント工場が1年間に受入れている廃棄物・副産物等の容積換算試算値 20,116 (千m3)

（E） セメント工場が受入処理しなかった場合の最終処分場の残余年数試算値 〔（A）/（C）+（D）〕 5.5(年)

（F） セメント工場が廃棄物等を受入処理することによる最終処分場の延命効果試算値 〔（B）-（E）〕 11.1 (年)

廃棄物の有効利用による低炭素社会への貢献

廃棄物中には脱炭酸を終了してるカルシウム・マグネシウム
が含まれている。天然原料の一部を廃棄物に置き換えること
によりプロセス起源のCO₂を削減することができる(※)。

– ※気候変動枠組み条約事務局へ提出する「日本国温室効果ガスインベント
リ報告書」で算定方法として認められている。

＜試算結果＞ (2017年度クリンカ生産量：51,351千t)
2017年度における廃棄物由来の成分は以下のとおりと推計
・クリンカ中の廃棄物等由来のCaO平均含有率：1.6％相当
・クリンカ中の廃棄物等由来のMgO平均含有率：0.3％相当

∴2017年度クリンカ生産量より、804(千t-CO₂)の二酸化炭素排出を抑

制できたと試算

*データ：日本国温室効果ガスインベントリ報告書（2018）

セメント産業が廃棄物・副産物をセメント製造に有効利用することによって、
次のような効果があると考えている。

最終処分場の延命効果(試算値)
＜試算結果＞

16.6 年
（環境省発表、2015年度）

セメント工場が受け入れ
処理をしなかった場合

5.5 年
（セメント協会試算値）

廃棄物利用によるCO₂削減効果
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３. 国際貢献の推進-日本のセメント産業に関する情報発信

・英文のホームページやパンフレットを作成し、日本のセメント産業における省エネ設備導入状
況、廃棄物・副産物の利用状況等を紹介している。なお、パンフレット最新版は本年1月25日発
行予定であり、SDGsについてもふれている。

会員企業の国際貢献の実績事例
・中国のセメント工場においてキルン・クーラ排気のバグフィルター化を行い大気汚染防止に努めた。
・中国の鉱山において、緑化復元の推進及び鉱山道路整備による発じん防止に努めた。
・中国セメント企業に対する省エネ・環境エンジニアリング事業を進めており、省エネ診断の実施や脱硝

設備導入など技術的サポートを実施した。
・中国のセメント工場（自社出資先）にて、低NOx操業、脱硝効率向上に関わる技術指導を実施。また、

省エネルギー対策（熱エネルギー・電力エネルギー原単位削減）に関わる技術指導を実施した。
・JICAの研修においてセメント分野の省エネの講義を実施し、省エネ・省資源技術の紹介に努めた。

ホームページの一画面 パンフレット：The Cement Industry in Japan
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4.革新的な技術開発・導入

14※高精度温度計測システム：高ダスト濃度環境下のロータリーキルン内の温度を高精度で計測し、

過度な熱エネルギーの使用を軽減することにより、省エネルギー効果を高めるシステム

革新的技術 導入時期 削減見込量

1 革新的セメント製造プロセス 2030年度に実用化・普及を目指す
約15万ｋｌ

（原油換算）

（技術の概要・算定根拠）

（１） 【焼成温度低減による省エネ】鉱化剤の使用によってクリンカの焼成温度を低下させることにより、

クリンカ製造用熱エネルギー原単位の低減を図る。

（２） 【省エネ型セメント】

クリンカの鉱物の一つであるアルミン酸三カルシウム（3CaO・Aｌ₂O₃）量を増やし、現状より混合材の

使用量を増やすことにより、セメント製造用エネルギー原単位の低減を図る。

技術・サービス 2017 2018 2019 2020 2025 2030 2050

1
焼成温度低減に

よる省エネ

2
省エネ型
セメント

1,2の開発に向けた
主要要素の高精度温度
計測システムの実用化

実用化に向けた検討
・実機試験による検証

実用化に向けた予備検討
・フッ素原料の調達可能性調査
・高フッ素含有セメントの適用性調査
・製造・普及上の課題解決に向けた調査

実用化に向けた予備検討
・水和熱問題解決の可能性調査
・製造・普及上の課題解決に向けた調査

予備検討および
2021年以降の需給
状況(見通し)を踏ま
えて、製造条件、製
品の適応性、経済
合理性等の確認



2030年度削減目標の見直しの検討状況

現目標：3,410 MJ/t-cem（2010度実績より49 MJ/t-cem削減する）
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新目標：3,334 MJ/t-cem（2010年度実績より125 MJ/t-cem削減する）
（※2019年度より新目標にてFUを開始予定）

目標策定時に調査した2030年度における削減ポテンシャル（設備投資

計画等）について、今年度各社に再調査をし、目標見直しの可能性が
伺えたことから見直しを実施した。

76 MJ/t-cem
目標深堀
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